
   大口町特定教育・保育施設等副食費無償化事業給付金支給要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保護者が特定教育・保育施設に支払うべき食事の提供（副食

の提供に限る。）に要する費用（以下「副食費」という。）を町が負担することに

関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

 (1) 特定教育・保育施設 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以

下「法」という。）第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設をいう。 

 (2) 特定子ども・子育て支援施設 法第３０条の１１第１項に規定する特定子ど

も・子育て支援施設をいう。 

 (3) 対象児童 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本町の住民

基本台帳に記録されている児童であって、次のアからエまでのいずれかに該当

するものをいう。 

  ア 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども 

  イ 法第３０条の４第１号に掲げる小学校就学前子ども 

  ウ 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども（特定満３歳以上保育認定

こども（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第４条

第１項第２号に規定する特定満３歳以上保育認定子どもをいう。）を除く。） 

  エ 法第３０条の４第２号に掲げる小学校就学前子ども 

 (4) 保護者 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条に規定する保護者

であって、住民基本台帳法に基づき本町の住民基本台帳に記録されているもの

をいう。 

 (5) 対象施設 特定教育・保育施設及び特定子ども・子育て支援施設をいう。 

 （給付対象者） 

第３条 給付金の対象者は、対象児童が在籍する対象施設の代表者及び対象施設に



在籍する対象児童の保護者とする。 

（給付金額） 

第４条 給付金は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。た

だし、副食費に対し、他の補助金、給付費等が交付等されるときは、当該交付等

をされる補助金、給付費等を除いた額とする。 

 (1) 対象施設が給食を継続して実施している場合（以下「給食継続費」という。） 

対象児童１人につき、月額４，９００円又は対象施設に支払うべき額のいずれ

か低い額とする。 

 (2) 対象施設が給食を継続して提供していない場合又はアレルギーにより対象施

設が提供する給食を全て受けない場合で弁当等を持参している場合（以下「弁

当等継続費」という。） 対象児童１人につき、次に掲げる額のうちいずれか低

い額 

  ア 月額４，９００円 

  イ その月の弁当等を持参した回数に２４５円を乗じて得た額 

  ウ 対象施設が定める副食費の月額 

 （給付金の支給方法） 

第５条 給付金の支給は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法と

する。 

 (1) 給食継続費 町が対象施設の代表者に支給する。ただし、対象施設に在籍す

る対象児童の保護者が対象施設に副食費を支払った場合においては、当該保護

者に給付金を支給するものとする。 

 (2) 弁当等継続費 町が対象施設に在籍する対象児童の保護者に支給する。 

 （給付金の申請及び請求） 

第６条 給付金の申請及び請求は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る者（以下「申請者」という。）により行うものとする。 

 (1) 給食継続費 

  ア 前条第１号本文の場合 

    対象児童を教育若しくは保育する対象施設の代表者は、大口町特定教育・



保育施設等副食費無償化事業給付金支給申請書兼請求書（様式第１）を町長

に提出しなければならない。この場合において、対象児童の入退園等により

給付金額に変更が生じる場合は、随時精算することができるものとし、当該

年度分の最終提出時に、当該年度分の給付金額の精算を兼ねるものとする。 

  イ 前条第１号ただし書の場合 

    対象施設に在籍する対象児童の保護者は、大口町特定教育・保育施設等副

食費無償化事業給付金支給申請書兼請求書（様式第２）及び対象施設の発行

する食事の提供に要する費用の領収証兼提供証明書（様式第３）を当該年度

の３月３１日までに町長に提出しなければならない。 

 (2) 弁当等継続費 対象施設に在籍する対象児童の保護者は、大口町特定教育・

保育施設等副食費無償化事業給付金支給申請書兼請求書（様式第４）及び対象

施設の発行する食物アレルギー等による弁当持参回数証明書（様式第５）を当

該年度の３月３１日までに町長に提出しなければならない。 

（給付金の支給決定） 

第７条 町長は、前条各号に規定する申請書兼請求書の提出があったときは、その

内容を審査し、適当と認めたときは、大口町特定教育・保育施設等副食費無償化

事業給付金支給決定通知書（様式第６。以下「通知書」という。）により、申請者

に通知するものとする。 

（調査報告） 

第８条 町長は、必要があると認めるときは、前条の通知書による通知を受けた者

（以下「支給対象者」という。）に対し、調査し、又は報告を求めることができる。 

（給付金の取消し） 

第９条 町長は、支給対象者が偽りその他不正の手段により給付金の支給を受けた

ときは、大口町特定教育・保育施設等副食費無償化事業給付金支給決定取消通知

書（様式第７）により、その者の支給の決定を取り消す。この場合において、取

消しを受けた者が既に給付金の支給を受けている場合は、これを返還しなければ

ならない。 

（その他必要事項） 



第１０条 この要綱に定めるもののほか、給付金の支給に関して必要な事項は、町

長が別に定める。 

   附 則（令和７年３月３１日 大口町告示第５７号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 （大口町実費徴収に係る補足給付事業費補助金交付要綱の一部改正） 

２ 大口町実費徴収に係る補足給付事業費補助金交付要綱（令和元年大口町告示第

１１６号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１号中「４，５００円」を「４，９００円」に改める。 

  様式第１中「４，５００円」を「４，９００円」に改める。 



施設名   対象月   年   月分 

対象児童名 生年月日 クラス年齢 

副食費の実費相当

額（月額）(a) 

※1 

国の給付額等(b) 

※2 
支給対象額(c)※3 請求限度額(d)※4 

請求額(e)(「c」か「d」
の低い方を記入) 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

※1 副食費はおかず・飲み物・おやつの徴収額のことを指す。 

※2 国等の規定により副食費が給付又は免除される者（年収360万円未満相当世帯もしくは第3子以降の児童）に該当する場合に記載 

※3 副食費の実費相当額（月額）(a)－国の給付額等（b）を記載（「0」を下回った場合は、「0」と記載）。ただし、前月分又はそれ以前に本給付金の支給を受けた者が国等の規定により

   副食費が給付又は免除される者に該当する場合は、前月分又はそれ以前に支給を受けた額をマイナスで記載 

※4 4,900円－国の給付額等（b）を記載（「0」を下回った場合は、「0」と記載）。ただし、支給対象額（c）にマイナスの記載がある場合は支給対象額（c）を記載 

      
請求

金額

合計 

円 
      

上記のとおり対象児童に対し、食事を提供したことを証明します。 

    年  月  日 法人名称   

   施設・事業所の名称   

   施設・事業所の所在地   

   代表者職氏名   



様式第１（第６条関係） 

年  月  日 

大口町長 様 

大口町特定教育・保育施設等副食費無償化事業給付金支給申請書兼請求書 

 

【    年  月分から    年  月分まで】 

 下記のとおり申請し、振込先への口座振り込みを請求します。 

 

１ 提供者（請求者） 

   所在地  

   名 称  

   役職名  

   氏 名  

２ 特定教育・保育等施設・事業所 

フリガナ  
所在地 

〒 

保育園等の名称  (町外の場合の

み記入) 
電話： 

フリガナ  
所在地 

〒 

保育園等の

運営団体名 
 (町外の場合の

み記入) 
電話： 

３ 給付金相当額請求金額 

金 円  

４ 給付金相当額請求金額の内訳 

  別紙「食事の提供証明書兼請求金額内訳書」のとおり 

５ 振込先(※) 

金融機関名 預 金 種 目 □ 普通  □ 当座 

銀行・信用金庫 支店 口 座 番 号        

農協・信用組合 出張所 口座名義(カタカナ)  

※請求者と口座名義が異なる振込先を指定する場合は、本町指定の委任状を提出してください。 



様式第２（第６条関係） 

請求日      年   月   日 

大口町長 様 

大口町特定教育・保育施設等副食費無償化事業給付金支給申請書兼請求書（償還払い用） 

 

【    年  月分から    年  月分まで】 

 

 下記のとおり請求しますので、指定する振込先口座に振り込んでください。なお、給付金の支給要件の審査に当

たり、次の事項に同意します。 

 １ 申請者と対象児童が、大口町内に居住していることを大口町が住民基本台帳で確認すること。 

 ２ 給食費の支払状況を大口町が対象施設に確認すること。 

 

１ 保護者（請求者） 

フリガナ  子どもと

の 

続柄 

 生年月日 年    月    日 
氏 名 

 

現住所 

〒 

 

 

 

 
電話： 

大口町在住時の住所 

〒 

 

 

 

 
※現住所と異なる場合のみ記入 

転入又は転出に該当した場合は転入・転出日を記入 □転入した  □転出した      年    月    日   

 ※氏名（フリガナ）は振込先と一致させること 

 

２ 対象児童（複数いる場合は、対象児童ごとに申請してください。） 

フリガナ  

生年月日 年   月   日 
氏  名  

現住所 

〒 

 

 

 

 
※保護者と異なる場合のみ記入 

大口町在住時の住所  

〒 

 

 

 

 
※保護者と異なる場合のみ記入 

転入又は転出に該当した場合は転入・転出日を記入 □転入した  □転出した      年    月    日  

 

３ 利用する施設（保育園等）について記入 

フ リ ガ ナ  所 在 地 〒 

施 設 名 称  
(町外の場合の

み記入) 
電話： 

利用施設の種別  

    申請（請求）期間において途中入園又は途中退園に該当する場合はその年月日を記入 

□途中入園した □途中退園した   年     月     日   

 

＜裏面も記入してください。＞    

 



４ 振込先を記入 

区分 金融機関 預 金 種 目 □ 普通    □ 当座 

□新規 

□変更 

□継続 

銀行・信用金庫 支店 口 座 番 号        

農協・信用組合 出張所 口座名義(カタカナ)  

 ※振込先は「１ 保護者（請求者）」の口座としてください。 

 

５ 利用施設の食事（給食）の提供状況と、給付金の請求の内訳を記入 

利用年月 

利用施設の食事の提供状況 請求内訳 

施設に支払った副食費の額（a） 
施設が証明する「食事の提供に要する費用の領

収証兼提供証明書」の副食費支払金額を記載 

※1 

国の給付額等(b) 

※2 

支給対象額(c) 
副食費の実費相当額

（月額）(a)－国の給

付額等（b）を記載 

（零を下回った場合

は、「0」と記載） 

請求上限額
(d) 

4,900円－国の給

付額等（b）を記

載（零を下回った

場合は、 

「0」と記載） 

請求額 
(「c」か 「d」

の低い方を記入) 

 年  月  円  円  円  円  円 

 年  月  円  円  円  円  円 

 年  月  円  円  円  円  円 

 ※1 副食費はおかず・飲み物・おやつの徴収額のことを指す。 

 ※2 国等の規定により副食費が給付又は免除される者（年収360万円未満相当世帯もしくは第3子以降の児童）に該当する場合に記

載してください。 

 

請求金額（合計額） 円 

 



様式第３（第６条関係） 

年  月  日 

 

 

食事の提供に要する費用の領収証兼提供証明書 

 

特定教育・保育施設等の利用にかかる食事の提供に要する費用（副食費） 

 

保護者 
フリガナ  子との続柄  

対象

児童 

フリガナ  

氏名    氏名  

 

納 入 者  様 

 
          ただし、食事の提供に要する費用（副食費） (    年  月分 ～    月分）として 

 

法 人 名 称  

施 設 ・ 事 業 所

の 名 称 
 

施 設 ・ 事 業 所

の 住 所 
 

代 表 者 職 氏 名  

 

領収金額 円 

 ※給食費のうち副食費（副食費はおかず・飲み物・おやつの徴収額のことを指す。）のみの合計額を記載してください。 

 

 

【提供証明書】 

利用施設名  

利用施設の種別  

副食費設定金額  月額 円  

対象月    年   月    年   月    年   月 

特定教育・保育施設等の利用日数 
  日～     日 

(        日）  
  日～     日 

(        日）  
  日～     日 

(        日）  

給食実施日数 

（食事の提供日数） 
  日～     日 

(        日）  
  日～     日 

(        日）  
  日～     日 

(        日）  

副食費支払金額  円  円  円 

備 考    

 

   上記のとおり対象児童に対し、特定教育・保育施設等の利用にかかる食事の提供をしたことを証明します。 



様式第４（第６条関係） 

請求日      年  月  日 

大口町長 様 

大口町特定教育・保育施設等副食費無償化事業給付金支給申請書兼請求書（弁当等） 

 

【    年  月分～    年  月分請求用】 

 

 下記のとおり請求しますので、指定する振込先口座に振り込んでください。なお、給付金の支給要件の審

査に当たり、次の事項に同意します。 

 １ 申請者と対象児童が、大口町内に居住していることを大口町が住民基本台帳で確認すること。 

 ２ 給食費の支払状況を大口町が対象施設に確認すること。 

 

１ 保護者（請求者） 

フリガナ  子どもと

の 

続柄 

 生年月日 年    月    日 
氏 名 

 

現住所 

〒 

 

 

 

 
電話： 

大口町在住時の住所 

〒 

 

 

 

 
※現住所と異なる場合のみ記入 

転入又は転出に該当した場合は転入・転出日を記入 □転入した  □転出した      年    月    日   

※氏名（フリガナ）は振込先と一致させること 

 

２ 対象児童（複数いる場合は、対象児童ごとに申請してください） 

フリガナ  

生年月日 年   月   日 
氏  名  

現住所 

〒 

 

 

 

 
※保護者と異なる場合のみ記入 

大口町在住時の住所 

〒 

 

 

 

 
※保護者と異なる場合のみ記入 

転入又は転出に該当した場合は転入・転出日を記入 □転入した  □転出した      年    月    日  

 

 

３ 利用する施設（保育園等）について記入 

フ リ ガ ナ  所 在 地 〒 

施 設 名 称  
(町外の場合の

み記入) 
電話： 

利用施設の種別  

申請（請求）期間において途中入園又は途中退園に該当する場合はその年月日を記入 

年     月     日   □途中入園した □途中退園した   年     月     日   

 

＜裏面も記入してください。＞    

 



４ 振込先を記入 

区分 金融機関 預 金 種 目 □ 普通    □ 当座 

□新規 

□変更 

□継続 

銀行・信用金庫 支店 口 座 番 号        

農協・信用組合 出張所 口座名義(カタカナ)  

 ※振込先は「１ 保護者（請求者）」の口座としてください。 

 

５ 持参した弁当等に発生する費用の請求の内訳を記入 

利用年月 
施設の副食費設定金額（a） 

施設が証明する「食物アレルギー等による弁当持参回数証明

書」の副食費設定金額に記載がある場合のみ 

弁当等にかかる費用(b) 
施設が証明する「食物アレルギー等によ

る弁当持参回数証明書」の回数を記載 請求上限額

（c） 

請求額 
(「a」「b」「c」の低

い方を記入) 持参した

回数 
対象額（b） 

（245円×持参した回数） 

 年  月  円  回  円 4,900 円  円 

 年  月  円  回  円 4,900 円  円 

 年  月  円  回  円 4,900 円  円 

 ※副食費はおかず・飲み物・おやつの徴収額のことを指す。 

 

 

 

請求金額（合計額） 円 

 



様式第５別紙（第６条関係） 

年  月  日 

 

 

食物アレルギー等による弁当持参回数証明書 

 

特定教育・保育施設等の利用にかかる持参した弁当等に発生する費用 

 

保護者 
フリガナ  子との続柄  

対象

児童 

フリガナ  

氏名    氏名  

 

  【提供証明書】 

利用施設名  

利用施設の種別  

副食費設定金額 
※給食の提供がある施設のみ記載 月額 円  

対象月    年   月    年   月    年   月 

弁当持参回数 
※全ての給食を食べず弁当を持参した回数のみ記載 

※園で弁当を注文している場合も含む 
回  回  回  

備 考    

     ※副食費はおかず・飲み物・おやつの徴収額のことを指す。 

 

    食物アレルギー等による弁当持参回数について、上記のとおり証明します。 

 

法 人 名 称  

施 設 ・ 事 業 所

の 名 称 
 

施 設 ・ 事 業 所

の 住 所 
 

代 表 者 職 氏 名  

 



様式第６（第７条関係） 

 

大口町特定教育・保育施設等副食費無償化事業給付金支給決定通知書 

 

第   号 

年  月  日 

 

         様 

 

大口町長       印   

 

     年  月  日付けで申請のありました支給申請については、下記のとおり支

給を決定しましたので通知します。 

 

記 

 
  １ 給付金支給決定額                円 
 

 



様式第７（第９条関係） 

 

大口町特定教育・保育施設等副食費無償化事業給付金支給決定取消通知書 

 

第   号 

年  月  日 

 

         様 

 

大口町長       印   

 

     年  月  日付け  第   号により通知しました支給決定について、下

記の理由により取消しすることといたしましたので通知します。 

 

記 

 

  １ 既支給決定額                 円 

 

  ２ 取消理由 

 

  ３ その他 

 


